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   党員募集のご案内
　みなさんも自民党に入党して、党員としていっしょに
自民党を支えてみませんか？ 入党資格は、わが党の綱領、
主義、政策等に賛同される方、満 18 歳以上で日本国籍を
有する方、他の政党の党籍を持たない方です。
　党費は年額 4,000 円（家族党員は 2,000 円）です。詳し
くは自民党兵庫六区支部（072-773-7601）まで、ご連絡
下さい。
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国会対策委員会 委員、スポーツ立国調査会 幹事、団体総局 
労働関係団体委員会 副委員長、政務調査会 宇宙･海洋開発
特別委員会 海洋総合戦略小委員会 事務局次長など。
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我が国のエネルギー政策と
海洋資源政策

Masaki Ogushi’ s  Diet Report.

　予算委員会の分科会で質疑の機会を得ました。今回は、我が
国のエネルギー政策と海洋資源政策について茂木経済産業大臣
に質問しました。現在、自民党内でも海洋総合戦略小委員会の
事務局を担当しており、この分野にも注力して参ります。

日本のエネルギーは大丈夫？

原発はどうなるの？

メタンハイドレートの開発は？

　福島の原発事故以降、我が国のエネルギー
政策は大きな見直しを迫られています。安全
性を最優先することはもちろんですが、経済
再生には安価で安定した電力供給が不可欠で
す。同時に、温室効果ガスなど環境に対する
影響も考慮が必要です。
　現在、国内のすべての原発が停止していて、
化石燃料への依存度が大幅に増えています。
エネルギー自給率もOECD加盟 34 カ国中 33
位まで低下しています。太陽光や風力などの
再生可能エネルギーの活用や、原発の在り方
など、多様な視点で考えなければなりません。

　今なお事故処理が続いている福島第一原発
の厳しい現状を踏まえて、原子力への依存度
は可能な限り低減させていきます。

　日本の近海には多くのメタンハイドレート
（メタンガスと水が深海底で低温･高圧の状態
で結晶化した物質）が賦存していて、将来の
国産資源として期待が寄せられています。
　しかし、探査や大深度での水平掘削、回収
技術など課題も多く、実現には時間がかかり
ます。まずは 3年程度で資源量の調査を行い
平成 30 年度を目途に、商業化に向けた技術
整備を行っていきます。この分野は、我が国
が最先端を走る技術なので、海底探査ビジネ
スも期待できます。

答弁する
茂木経産大臣

予算委員会での
質疑の模様
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経済再生には安価で安定した電力供給が不可欠
原子力への依存度は可能な限り低減させていく
メタンハイドレートの掘削、回収技術は開発中

　一方、原子力は燃料投入量に対するエネル
ギー出力が圧倒的に大きく、優れた安定供給
性と効率性を有しています。また温室効果ガ
スの排出もないことから、安全性の確保を大
前提に、重要なベースロード電源と位置づけ
られています。現在、すべての原発が停止し
ていますが、これによって増加した燃料費は
2013 年度だけでも 3.6 兆円にのぼります。

メタンハイドレート
©JAMSTEC/CDEX
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第　 の矢　「大胆な金融政策」

第　 の矢　「機動的な財政政策」

第　 の矢　「民間投資を喚起する成長戦略」
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実感を、その手に。

　安倍政権は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、
「民間投資を喚起する成長戦略」の三本の矢を次々と放ち、
「アベノミクス」を強力に推し進めています。
　政権発足から１年半が経過しましたが、アベノミクスは
各種経済指標が示す通り、大きな成果を挙げ、日本の経済
は確実に上向いています。
　目指すゴールは、長引くデフレ不況から脱却し、雇用や
所得を拡大させること。私たち自民党は、今後も引き続き
この経済政策を強力に実施することで、日本経済の成長力
を強化し、その成長の果実を全国津々浦々、家庭の一人ひ
とりまで届けるべく全力を尽くします。

安倍内閣発足から１年半、日本はようやく長いトンネルから脱し明るい兆しが見えてき
ました。私たち自民党は未だこの成長を身近に感じていない方々にも「景気がよくなっ
た」「日本が元気になった」と実感していただけるようさらに経済政策を推し進めます。

「２％の物価安定目標」を、2年を念頭にできるだけ早期に達成することや、マネタリーベースを 2年間で２倍
にする等の「量的・質的金融緩和」を導入しました。これらは、従来の金融政策の枠組みを大きく見直すもの
であり、固定化したデフレ予想を払拭し、デフレ脱却に向けた大きな一歩となりました。

「機動的な財政政策」とは、まさにメリハリのある財政政策を意味します。景気が落ち込んでいた政権発足直後
には大規模な補正予算を組みましたし、消費増税後の需要減等に対応するために、平成２６年前半に集中的に
実施する補正予算を編成する等、きめ細やかな財政措置を取っています。一方で、財政健全化目標をしっかり
と見据え、予算を厳選、重点化することで、プライマリーバランスを着実に改善しています。

平成 25 年６月には、企業や国民の自信を回復し、「期待」を「行動」へ変える「新たな成長戦略」である「日
本再興戦略」を発表し、１０月には、税制面でも成長を後押しするため、民間投資活性化のための税制措置を
決定しました。また、成長戦略実行国会と位置づけた秋の臨時国会では、産業競争力強化法、国家戦略特別区
域法など数多くの法案が成立しました。このように安倍政権では、切れ目のない成長戦略を実行しています。


